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令和６年度 当初予算の概要 

□編成方針 

令和６年度における予算は、第２次総合計画に基づく事業のほか、社会的課題で

ある人口減少対策事業等の重点化を図るとともに、引き続き豪雨災害からの復興の

継続と、今後の南海トラフ巨大地震等に備えた災害に強いまちづくりの推進に取り

組むものとします。さらに、物価高騰対策等については、国の経済対策を踏まえな

がら、国・県と歩調を合わせて実施します。 
また、中長期的な財政状況を踏まえたうえで、地方債発行の枠設定による公債費

の削減に向けた取り組みや既存事務事業の抜本的見直しを行い、持続可能な財政運

営に向け、行財政改革に取り組むこととし、以下の目標を設定し予算を編成します。 
なお、財政状況及び財政方針については、市民の理解を得るため、積極的な情報

提供に努めます。 
目標１ 第２次総合計画に基づく事業の重点化 
目標２ 人口減少対策の推進 
目標３ 豪雨災害からの復興と災害に強いまちづくりの推進 
目標４ 適正な収支バランスに基づく予算規模の実現 
 

□予算ポイント 

 令和５年度は、復旧・復興事業を最優先に取り組みつつ、第２次総合計画の目標

達成に向け、少子化対策強化元年として、少子人口減少対策及び子育て世帯の支援

等を重点化した事業の推進に努めました。 

 令和６年度においては、時代の転換期における喫緊の課題として「医療福祉改革」

「人口減少対策」「防災・減災対策」の３本の柱を軸とした施策を展開し、関連す

る事業の重点化に取り組むとともに、将来にわたって安心できる持続可能なまちづ

くりを推進します。 

２年目を迎える地域づくり活動センターの運用については、これをさらに加速さ

せ、地域の魅力や特色を生かした主体的な地域づくり活動を支援します。 

加えて、脱炭素社会の実現に向けたＧＸの調査研究に取り組むほか、遊休資産の

利活用やふるさと納税の推進等による財源の確保にも努めます。また、合併２０周

年を迎えることから記念事業にも取り組みます。 

これらの取り組みと並行して、自治体のＤＸ化を推進し、住民サービスの維持向

上を図るとともに、行財政改革と連動した取り組みを推進します。また、将来にわ

たって持続可能な行財政運営を持続するため、地方債発行の抑制計画を適切に管理

し、適正な収支バランスに基づく予算規模の実現に向け取り組みます。 

※GX（ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ） DX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ） 

□予算規模 

一般会計は、294 億 7,000 万円で前年度と比べ 10 億円の増（対前年度 3.5％増）

となり、特別会計と企業会計を合わせた総額は、500 億 3,464 万円で前年度と比べ

8億 5,970 万円の増（対前年度 1.7％増）となります。 
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令和6年度当初 令和5年度当初 増減額 増減率

29,470,000 28,470,000 1,000,000 3.5

20,458 18,191 2,267 12.5

4,667,308 4,947,998 △ 280,690 △ 5.7

108,919 134,543 △ 25,624 △ 19.0

842,839 731,854 110,985 15.2

6,119,970 6,084,580 35,390 0.6

11,759,494 11,917,166 △ 157,672 △ 1.3

収益的収入 791,497 704,016 87,481 12.4

収益的支出 776,117 785,865 △ 9,748 △ 1.2

資本的収入 234,302 195,979 38,323 19.6

資本的支出 510,899 492,161 18,738 3.8

収益的収入 131,974 130,157 1,817 1.4

収益的支出 139,074 139,495 △ 421 △ 0.3

資本的収入 9,503 9,422 81 0.9

資本的支出 20,197 15,985 4,212 26.3

収益的収入 885,083 847,662 37,421 4.4

収益的支出 1,022,522 960,167 62,355 6.5

資本的収入 317,044 371,877 △ 54,833 △ 14.7

資本的支出 467,898 543,401 △ 75,503 △ 13.9

収益的収入 3,958,130 3,960,982 △ 2,852 △ 0.1

収益的支出 4,639,114 4,595,818 43,296 0.9

資本的収入 319,923 336,863 △ 16,940 △ 5.0

資本的支出 467,642 522,680 △ 55,038 △ 10.5

収益的収入 633,766 622,453 11,313 1.8

収益的支出 667,360 649,359 18,001 2.8

資本的収入 88,206 82,076 6,130 7.5

資本的支出 94,323 82,847 11,476 13.9

収益的収入 6,400,450 6,265,270 135,180 2.2

収益的支出(c） 7,244,187 7,130,704 113,483 1.6

資本的収入 968,978 996,217 △ 27,239 △ 2.7

資本的支出（d） 1,560,959 1,657,074 △ 96,115 △ 5.8

（ｃ）+（ｄ） 8,805,146 8,787,778 17,368 0.2

50,034,640 49,174,944 859,696 1.7合　　計　　（ａ）+（ｂ）+（ｃ）+（d）

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

小　　計　　（ｂ）　　

水道事業会計

病院事業会計

野村介護老人保健施設
事業会計

企
　
業
　
会
　
計

小　　計

簡易水道事業会計

下水道事業会計

令和６年度会計別予算総括表
（単位:千円、％）

会計名

　　　　　一般会計　　（ａ）

特
　
別
　
会
　
計

育英会奨学資金貸付特別会計

国民健康保険特別会計（事業勘定）

国民健康保険特別会計（診療施設勘定）
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当初予算 構成比 当初予算 構成比
自主財源

（自主財源比率）
特定財源額 一般財源額 増減額 増減率

1 市税 3,243,953 11.4 3,196,001 10.8 3,196,001 3,196,001 △ 47,952 △ 1.5

2 地方譲与税 337,966 1.2 384,544 1.3 148,646 235,898 46,578 13.8

3 利子割交付金 2,627 0.0 1,516 0.0 1,516 △ 1,111 △ 42.3

4 配当割交付金 18,726 0.1 22,412 0.1 22,412 3,686 19.7

5 株式等譲渡所得割交付金 13,647 0.0 14,766 0.1 14,766 1,119 8.2

6 法人事業税交付金 63,401 0.2 73,255 0.2 73,255 9,854 15.5

7 地方消費税交付金 895,508 3.1 913,196 3.1 913,196 17,688 2.0

8 環境性能割交付金 17,577 0.1 26,089 0.1 26,089 8,512 48.4

9 地方特例交付金 17,781 0.1 20,287 0.1 20,287 2,506 14.1

10 地方交付税 12,350,000 43.4 12,200,000 41.4 12,200,000 △ 150,000 △ 1.2

11 交通安全対策特別交付金 3,979 0.0 3,752 0.0 3,752 △ 227 △ 5.7

12 分担金及び負担金 127,810 0.4 105,210 0.4 105,210 105,210 △ 22,600 △ 17.7

13 使用料及び手数料 319,770 1.1 301,470 1.0 301,470 294,797 6,673 △ 18,300 △ 5.7

14 国庫支出金 2,799,866 9.8 2,814,158 9.5 2,814,158 0 14,292 0.5

15 県支出金 1,829,545 6.4 2,090,875 7.1 2,090,875 0 261,330 14.3

16 財産収入 65,541 0.2 83,863 0.3 83,863 80,786 3,077 18,322 28.0

17 寄附金 508,964 1.8 723,144 2.5 723,144 723,143 1 214,180 42.1

18 繰入金 2,265,073 8.0 2,421,005 8.2 2,421,005 1,594,425 826,580 155,932 6.9

19 繰越金 304,600 1.1 304,600 1.0 304,600 4,600 300,000 0 0.0

20 諸収入 274,666 1.0 282,857 1.0 282,857 243,606 39,251 8,191 3.0

21 市債 3,009,000 10.6 3,487,000 11.8 3,457,000 30,000 478,000 15.9

7,418,150
(25.2)

当初予算 構成比 当初予算 構成比 うち自主財源 増減額 増減率

18,109,329 63.6 17,912,754 60.8 4,371,583 △ 196,575 △ 1.1

10,360,671 36.4 11,557,246 39.2 3,046,567 1,196,575 11.6

28,470,000 100.0 29,470,000 100.0 7,418,150 1,000,000 3.5

対前年度比較

一般財源総額

特定財源総額

合　　　　計

令和５年度

3.5

款
令和５年度 令和６年度 対前年度比較

□一般会計歳入予算の内訳

市税は、実績見込みに応じて、31億9,600万1千円と減額とし、地方交付税は、地方債の元金償還終了等にかかる算

定の影響により122億円と減額としました。一方で、寄附金は、ふるさと応援寄附金の増により７億2,314万4千円と増額

とし、市債は、大型建設事業を予定していることから、34億8,700万円と増額としました。また、財源不足に対しては、財政

調整基金を前年度から412万6千円増の8億2,658万円を繰り入れ収支均衡を図りました。

令和６年度

11,557,246

歳　　入 　　　　　　（単位:千円、％）

合　　計 28,470,000 100.0 29,470,000 100.0 17,912,754 1,000,000

地方交付税

12,200,000

41.4%

市債 3,487,000

11.8％
市税 3,196,001

10.8%

国庫支出金 2,814,158

9.5%

繰入金 2,421,005

8.2％

県支出金 2,090,875

7.1％

地方消費税交付金

913,196

3.1%

寄附金 723,144

2.5％

地方譲与税 384,544

1.3%

繰越金 304,600

1.0%

使用料及び手数料 301,470

1.0%

諸収入 282,857

1.0%

分担金及び負担金 105,210

0.4%

その他 245,940

0.9％

自主財源

7,418,150 

25.2%

自主財源以外

22,051,850

74.8%

特定財源

11,557,246

39.2%

一般財源

17,912,754

60.8%

令和６年度一般会計歳入予算

総額

294.7億円

（単位:千円）

（その他の内訳）

財産収入 83,863

法人事業税交付金 73,255

環境性能割交付金 26,089

配当割交付金 22,412

地方特例交付金 20,287

株式等譲渡所得割交付金 14,766

交通安全対策特別交付金 3,752

利子割交付金 1,516
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令和５年度 構成比 令和６年度 構成比 増減額 増減率

1 議会費 178,723 0.6 179,039 0.6 316 0.2

2 総務費 3,734,586 13.1 3,268,682 11.1 △ 465,904 △ 12.5

3 ⺠⽣費 7,657,305 26.9 8,086,757 27.4 429,452 5.6

4 衛⽣費 2,351,265 8.3 2,442,185 8.3 90,920 3.9

5 労働費 17,518 0.1 18,908 0.1 1,390 7.9

6 農林⽔産業費 2,427,700 8.5 2,390,568 8.1 △ 37,132 △ 1.5

7 商工費 854,716 3.0 1,007,319 3.4 152,603 17.9

8 土木費 2,186,957 7.7 2,322,484 7.9 135,527 6.2

9 消防費 1,730,333 6.1 2,577,647 8.8 847,314 49.0

10 教育費 2,064,066 7.2 2,079,671 7.1 15,605 0.8

11 災害復旧費 182,784 0.6 10,288 0.0 △ 172,496 △ 94.4

12 公債費 4,421,415 15.5 4,185,961 14.2 △ 235,454 △ 5.3

13 諸⽀出⾦ 612,632 2.2 865,491 2.9 252,859 41.3

14 予備費 50,000 0.2 35,000 0.1 △ 15,000 △ 30.0

28,470,000 100.0 29,470,000 100.0 1,000,000 3.5合　　計

歳　　出　（目的別） 　　　　　　（単位︓千円、％）

款

□一般会計歳出予算（目的別）の内訳

総務費は、野村⽀所庁舎建設事業及びＣＡＴＶ整備事業の減額等により32億6,868万2千
円、災害復旧費は、過年度災害復旧事業の減額により1,028万8千円としました。
一方、⺠⽣費は、養護⽼人ホーム三楽園建設事業の増額等により80億8,675万7千円とし、消防

費は、消防本部署庁舎建設事業及び常備消防施設整備事業の増額等により25億7,764万7千円
としました。

議会費 179,039 
0.6%

総務費
3,268,682 

11.1%

⺠⽣費
8,086,757 

27.5%

衛⽣費
2,442,185 

8.3%
労働費

18,908 
0.1%

農林⽔産業費
2,390,568 

8.1%
商工費

1,007,319 
3.4%

土木費
2,322,484 

7.9%

消防費
2,577,647 

8.7%

教育費
2,079,671 

7.1%

災害復旧費
10,288 
0.0%

公債費
4,185,961 

14.2%

諸⽀出⾦ 865,491 
2.9%

予備費 35,000 
0.1%

令和６年度一般会計歳出予算（目的別）

総額
294.7億円

（単位︓千円）
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歳　　出　（性質別）

当初予算 構成比 当初予算 構成比 義務的経費 投資的経費 その他一般
⾏政経費 増減額 増減率

1 人件費 5,192,695 18.3 5,304,135 18.0 5,304,135 111,440 2.1
2 物件費 3,399,191 11.9 3,426,644 11.6 3,426,644 27,453 0.8
3 維持補修費 113,880 0.4 127,368 0.4 127,368 13,488 11.8
4 扶助費 3,639,862 12.8 3,736,814 12.7 3,736,814 96,952 2.7
5 補助費等 4,418,472 15.5 5,427,442 18.4 5,427,442 1,008,970 22.8
6 普通建設事業費 3,826,284 13.4 3,812,496 13.0 3,812,496 △ 13,788 △ 0.4
7 災害復旧費 182,784 0.6 10,288 0.0 10,288 △ 172,496 △ 94.4
8 公債費 4,421,415 15.5 4,186,661 14.2 4,186,661 △ 234,754 △ 5.3
9 積⽴⾦ 612,591 2.2 865,453 2.9 865,453 252,862 41.3

10 投資及び出資⾦ 208,542 0.7 168,359 0.6 168,359 △ 40,183 △ 19.3
11 貸付⾦ 109,450 0.4 110,774 0.4 110,774 1,324 1.2
12 繰出⾦ 2,294,834 8.1 2,258,566 7.7 2,258,566 △ 36,268 △ 1.6
13 予備費 50,000 0.2 35,000 0.1 35,000 △ 15,000 △ 30.0

13,227,610 3,822,784 12,419,606

(44.9%) (13.0%) (42.1%)

13,253,972 4,009,068 11,206,960

△ 26,362 △ 186,284 1,212,646

△0.2% △4.6% 10.8%増減率

100.0 1,000,000 3.5

前年度

増減額

□一般会計歳出予算（性質別）の内訳

投資的経費のうち普通建設事業費は、野村支所庁舎建設事業の減額等により38億1,249万6千円とし、
災害復旧事業費は道路橋梁河川災害復旧事業（過年度）の減額等に伴い、1,028万8千円としました。
また、補助費等は、担い手育成支援事業やふるさと納税推進事業の増額等に伴い、54億2,744万2千円と

しました。
（単位︓千円、％）

性質名称
令和５年度 令和６年度 対前年度比較

合　　計 28,470,000 100.0 29,470,000

人件費
5,304,135

18.0%

公債費
4,186,661

14.2%

扶助費
3,736,814

12.7%
普通建設事業費

3,812,496
12.9%

災害復旧費
10,288
0.0%

補助費等
5,427,442

18.5％

物件費
3,426,644

11.6%

繰出⾦
2,258,566

7.7%

積⽴⾦
865,453

2.9%

投資及び出資⾦
168,359

0.6%

維持補修費
127,368

0.4%

貸付⾦
110,774

0.4%
予備費

35,000
0.1%

義務的経費
13,227,610 

44.9%

投資的経費
3,822,784 

13.0%

その他一般⾏政経費
12,419,606 

42.1%

令和６年度一般会計歳出予算（性質別）

総額
294.7億円

（単位︓千円）
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□事業概要一覧（医療福祉改革、人口減少対策事業、防災・減災対策事業、合併 20 周年記念事業） 

 

☆医療福祉改革   10 億 6,874 万円 

 市民が安心して医療及び介護サービス等を受けられるよう、病院事業及び野村介

護老人保健施設事業への繰出事業により、経営の健全化と基盤強化に取り組みます。 

また、専門的支援を活用した公立病院医療提供体制確保支援事業を支援し、医療

福祉に従事する職員の確保とともに、経営の安定化を図ることで、持続可能な地域

医療福祉の提供に取り組みます。 

 

 〇西予市民病院事業会計繰出事業         5 億 9,164 万円 

〇野村病院事業会計繰出事業                     3 億 5,969 万円 

 〇野村介護老人保健施設事業会計繰出事業      1 億 1,501 万円 

〇西予市立病院看護師等奨学資金貸与制度事業      240 万円 

 

 

☆人口減少対策事業  13 億 210 万円（各事業からの抜粋による） 

令和５年度の「少子化対策強化元年」に引き続き、地域の魅力を活用しながら、

人口減少を緩やかにし、安定的な発展を図るための事業に取り組みます。 

 

■主な自然減対策事業 

① 出会い・結婚 

市内企業の協力により、異業種間での研修会やイベントを定期的に開催すること

で、若者の出会いの場を創出するとともに、結婚推進委員による婚活イベント等の

開催を支援するため補助金を交付します。 

また、経済的理由で結婚をあきらめることがないよう、39 歳以下の新婚世帯の

経済基盤の安定化を図るため、生活応援として、引越費用、リフォーム費用等のほ

か、時短・省エネ家電購入費用の一部を補助します。 

〇異業種交流スキルアップ事業              60 万円    

  〇結婚推進委員会補助事業                122 万円 

〇結婚新生活支援事業                              1,350 万円 

 

② 妊娠・出産 

妊娠を望む夫婦や不妊の悩みを持つ夫婦の経済的負担を軽減するため、検査費用、

不妊治療費に加え、妊婦健診や出産・不妊治療の通院に要する交通費軽減を目的に

一部補助を行います。 

また、妊娠中の方や子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期から
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出産・子育てまでの相談に応じる伴走型相談支援に加え、応援金を交付します。 

さらに、経済的理由で出産をあきらめることがないよう、出産時に夫婦とも 29

歳以下の世帯に対し、出産後に要する育児用品・紙おむつ、時短・省エネ家電等購

入費用の一部を助成するとともに、出産後の奨学金の返還を支援し、子どもを持ち

たい夫婦の経済的負担の軽減を図ります。 

 〇不妊治療費等補助事業                            1,143 万円 

 〇出産・不妊治療等通院交通費補助事業                600 万円 

 〇出産・子育て応援金                           1,550 万円 

〇若年出産世帯応援事業                              800 万円 

 〇若年出産世帯奨学金返還支援事業           400 万円 

 

③ 子育て 

多子世帯にとって子育てしやすい住環境の整備を支援するため、第２子以降を出

産した世帯のリフォーム又は引っ越しに要する経費を一部補助します。 

また、保育所等で使用するおむつの費用を補助することで、子育て世帯の経済的

負担の軽減に加え、保育士等における業務負担の軽減を支援し保育環境の向上を図

ります。引き続き、保育所等へ同時入所する第２子保育料を無料とするほか、第３

子保育料の無料対象について所得制限を設けないこととします。 

さらに、18 歳までの医療費自己負担分の全額助成を継続するとともに、子ども

たちの健やかな成長を応援する事業所を「子育て応援事業所」として登録し、その

事業所やサービス等を広く市民に周知します。また、５年度にオープンした児童公

園（ちぬやパーク）においては、子どもたちの遊びと子育て世代の交流、思い出づ

くりの場として適切な維持管理を行います。 

中学校入学準備支援として、進学準備応援金 15,000 円を支給するほか、高校魅

力化事業の一環として、市内高校遠距離通学者に対し単車・自転車の購入費用や路

線バス利用費用の一部を補助します。 

〇多子世帯リフォーム等支援事業            600 万円 

 〇保育所紙おむつ利用支援事業            1,188 万円 

 〇保育所等同時入所の第２子保育料無料       1,591 万円（概算影響額） 

 〇第３子保育料無料対象の所得制限撤廃        601 万円（概算影響額） 

 〇子ども医療費助成対象拡充（１８歳まで)           9,424 万円 

 〇進学準備応援金                   375 万円 

 〇児童公園管理事業                  200 万円 

 〇子育てするなら西予イメージ発信・定着戦略事業    26 万円 

 〇市内高校遠距離通学費助成              200 万円 
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■主な社会減対策事業 

① 移住・定住 

  移住フェアへの参加、移住者住宅改修支援、ゲストハウス等整備事業など移住交

流を促進するとともに、地域課題の解決等のミッションに取り組む地域おこし協力

隊を支援し、移住・定住の促進を図ります。 

 また、空き家を利用した移住・定住を促進する観点から、若年層・子育て世帯の

空き家購入費用の一部を補助します。住宅土地活用事業による住宅取得奨励金、移

転費用支援金、子育て応援金により定住の促進を図ります。 

 市内中学生を対象に、市内合同企業説明会や地域住民との座談会を通して、自分

たちの住むまちの愛着や誇りを育むことを目的とした、シビックプライド育成事業

を推進します。 

 〇移住交流促進事業                                 4,359 万円 

 〇地域おこし協力隊事業                         1 億 3,063 万円 

 〇空き家を利用した若年層・子育て世帯移住・定住促進事業 

                                                     2,000 万円 

 〇せいよシビックプライド育成事業            10 万円 

 〇住宅土地活用事業                 1,350 万円 

  （住宅取得奨励金、移転費用支援金、子育て応援金） 

  

② 仕事 

 市内保育所等に勤務する保育士確保を支援するため、市内への引っ越し等に要す

る経費の一部を補助します。 

市内企業への就業を奨励するため、一定の要件を満たし、市内企業へ就職した新

卒者を対象に、最大３年間にわたり奨励金を支給するとともに、市内の企業立地を

促進するため、新設・増設・移設及び地域雇用に取り組む企業に対し、奨励金を支

給します。 

さらに、サテライトオフィスの誘致を推進するため、市内にサテライトオフィス

を設置する企業に対し、施設整備に要する費用の一部を補助するほか、インターネ

ットを活用して求人情報の発信を行う市内企業に対し、情報発信に係る費用の一部

を補助します。 

また、農林水産業における新規就農・移住者支援を目的として、農業経営を開始

し３年以内の認定新規就農者に交付金を交付するほか、柑橘農業就農支援として、

農業体験や就農希望者の長期研修の受け入れ等を支援する費用の一部を補助しま

す。次世代の森林産業づくりに重要な担い手確保のため、市内外から林業への新規

就業時や移住・定住に対する経費、新規採用を行った事業体への経費及び自伐林家

への安全対策経費の一部を補助します。 
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 〇ＵＩＪターン保育士支援事業                         160 万円 

 〇みらい発展就業奨励金                               770 万円 

 〇企業誘致条例による奨励制度                         800 万円 

 〇せいよに企業を連れてきて事業             703 万円 

 〇雇用対策補助金事業                 200 万円 

 〇新規就農者育成総合対策                           3,449 万円 

 〇フォレストワーカー確保対策事業                2,290 万円 

 〇柑橘農業就農支援                  745 万円 

 

 

☆防災・減災対策事業  27 億 8,572 万円 

気候変動の影響により激甚化・頻発化する自然災害等のほか、南海トラフ巨大地

震等に備え、災害に強い安全で安心なまちづくりを推進します。 

 

① 総務費 

 ○復興支援事業                                 503 万円 

〇二木生地区地域づくり活動センター整備事業     5,889 万円 

 

② 農林水産業費 

〇ため池等農地災害危機管理対策事業         3,310 万円 

〇田んぼダム推進事業                 517 万円 

〇水産物供給基盤機能保全事業            1,260 万円 

〇長早漁港海岸高潮対策事業           1 億 2,000 万円 

○海岸メンテナンス事業                          1,380 万円 

〇漁村再生交付金事業              1 億 1,000 万円 

  

③ 土木費 

 〇県営急傾斜崩壊防災対策事業             351 万円 

〇がけ崩れ防災対策事業               7,700 万円 

 ○市道１級路線７号線舗装事業            2,550 万円 

〇市道脇宮崎線改良事業               2,000 万円 

〇市道二及１０号線改良事業              1,210 万円 

 〇市道古市宮田線改良事業              1,950 万円 

〇市道平岩線改良事業                               6,050 万円 

 ○橋梁長寿命化修繕計画策定事業         1 億 2,100 万円 

〇橋梁補修事業                       2,900 万円 
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〇橋梁新設・撤去事業                 4,280 万円 

〇野村地区都市再生整備計画事業             7,016 万円 

〇小規模住宅地区等改良事業                         6,742 万円 

〇三瓶地区雨水公共下水道事業            3 億 600 万円 

〇危険空家除却事業                          3,554 万円 

 〇民間住宅等耐震化・改善促進事業          2,837 万円 

 

④ 消防費 

〇消防本部署庁舎建設事業            13 億 573 万円 

 〇常備消防施設整備事業             1 億 2,175 万円 

 〇災害対策費庶務事業                                 139 万円 

〇防災行政無線・情報システム整備事業        1,584 万円 
 〇防災対策啓発活動事業                934 万円 

 〇防災対策推進事業                 3,241 万円 
〇事前復興推進事業                 1,198 万円 

 

⑤ 災害復旧費 

 〇災害復旧事業（各種）               1,029 万円 

 

 

☆合併 20 周年記念事業  2,981 万円（各事業からの抜粋による） 

 〇合併 20 周年記念第 173 回乙亥大相撲          250 万円（増額分） 

〇かまぼこ板の絵審査員トークショー           35 万円 

〇認知度向上による誘客等促進事業          2,000 万円 

〇ＴＶ番組誘致                                      85 万円 

 〇友好都市等交流事業（モンゴル・ドンドゴビ県）     403 万円 

 〇合併 20 周年記念式典                 208 万円 

 

 

※合計額は、端数積み上げの都合により相違がある場合があります。 
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□事業概要一覧（夢と希望を叶える６つの変革） 

 

☆夢と希望を叶える６つの変革（挑戦） 

 

１．豪雨からの復旧・復興、『人の命をまもる』せいよ強靭化への取り

組み・・防災、減災 

① 安心で安全なまちの再建 

 ○防災対策啓発活動事業                            934 万円 

〇防災対策推進事業                 3,241 万円 

 〇消防団施設整備事業                   2,046 万円 

  

② 日常の暮らしの再建 

 〇災害援護資金貸付事業                 82 万円 

 

③ 産業・経済における生業（なりわい）の再建 

 ○災害関連融資利子補給事業              159 万円 

〇農地災害復旧事業（過年度）             100 万円 

〇農業用施設災害復旧事業（過年度） 100 万円 

  

④ インフラ環境、まちなみの整備 

〇野村地区都市再生整備計画事業             7,016 万円 

〇小規模住宅地区等改良事業               6,742 万円 

〇防災行政無線・情報システム整備事業        1,584 万円 

〇三瓶地区雨水公共下水道事業            3 億 600 万円 

〇橋梁新設・撤去事業                4,280 万円 

〇橋梁補修事業                               2,900 万円 

〇ため池等農地災害危機管理対策事業          3,310 万円 

〇危険空家除却事業                 3,554 万円 

 

⑤ 子育てや教育環境の再建 

〇復興支援事業                    503 万円 

  

  

２．仕事づくり・・稼ぐ力増強、地産品を生かした産業振興 

 〇ふるさと納税推進事業             3 億 4,871 万円 

 〇農業後継者育成事業                4,428 万円 
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  ○森林経営管理制度事業               2,006 万円 

 〇観光物産協会等運営支援事業            5,289 万円 

  〇市観光ＰＲ事業                  4,742 万円 

 〇企業誘致奨励金事業                1,607 万円 

 〇ジオブランド推進事業               2,887 万円 

  

３．人づくり・・西予市に誇りと住みたい人を育む 

〇結婚新生活支援事業                1,350 万円 

〇子ども医療費助成事業               1 億 2,851 万円 

○児童公園管理事業                  298 万円 

〇子育て支援センター事業              2,161 万円 

〇母子保健事業                   5,704 万円 

〇高校魅力化事業                  1,255 万円 

〇地域おこし協力隊事業             1 億 3,063 万円 

〇みらい発展就業奨励金事業              770 万円 

〇校務情報化推進事業                4,533 万円 

〇小学校施設整備事業              1 億 7,741 万円 

〇体育施設維持管理事業               7,123 万円 

 

４．まちづくり・・地域の宝を生かし人を呼び込む 

○ジオパーク推進事業 2,179 万円 

〇四国西予ジオミュージアム管理運営事業       1,354 万円 

○移住交流促進事業 4,359 万円 

○生活交通バス運行事業 1 億 7,068 万円  

〇地域づくり活動センター推進事業         1 億 9,494 万円 

○各地域づくり活動センター管理運営事業       6,921 万円 

○各地域づくり活動センター生涯学習事業        764 万円 

〇ＣＡＴＶ整備事業                 3,497 万円 

 〇文化的景観保護推進事業                 309 万円 

 〇町並み建造物修理・修景事業             5,547 万円 

  

５．生活あんしんのまち・・医療、福祉 

○医療機関新規開業促進事業 5,004 万円 

○巡回診療車運営事業 628 万円 

〇養護老人ホーム三楽園建設事業         8 億 1,046 万円 

○消防本部署庁舎建設事業             13 億 573 万円 
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○消防活動業務事業                 1,507 万円 

 

６．市役所改革・・西予市の更なる発展のために 

〇公共施設等総合管理事業                  41 万円 

〇行政改革推進事業                  275 万円 

〇情報システム管理運用事業 3 億 251 万円 

○債権整理事業                    31 万円 
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① 基金残高

（単位:億円）

取崩し 積立 取崩し 積立

財政調整基金 20.7 10.8 9.1 19.0 8.3 0.0 10.7

減債基金 11.2 3.0 5.0 13.2 4.0 0.0 9.2

その他 68.5 10.9 7.2 64.8 11.9 8.7 61.6

合計 100.4 24.7 21.3 97.0 24.2 8.7 81.5

注】 令和５年度末残高見込みは、３月補正後の予算現計であり、今後の事業実績により増減する見込みとなります。

② 地方債残高

（単位:億円）

起債見込額
元金償還額

見込
起債見込額

元金償還額

見込

旧合併特例事業債 110.7 7.4 12.3 105.8 12.6 11.7 106.7

過疎対策事業債 134.1 24.3 12.1 146.3 19.2 12 153.5

辺地対策事業債 7.7 0.9 1.3 7.3 1.1 1.1 7.3

災害復旧事業債 14.4 1.1 3.4 12.1 0 1.8 10.3

臨時財政対策債 83.7 0.7 8.8 75.6 0.3 8.3 67.6

簡易水道事業債

（県条例水道等施設分）
0.2 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.2

その他 49.4 2.3 5.2 46.5 1.7 5.4 42.8

合計 400.2 36.7 43.1 393.8 34.9 40.3 388.4

　令和６年度当初予算においては、財源不足への対応として財政調整基金8.３億円のほか、公債費の償還財源

として減債基金４.0億円を活用しました。当初予算時点における財政調整基金の令和６年度末残高見込みは、

10.7億円になります。近年、合併算定替えの終了による普通交付税の減少に伴い、一般財源の確保が難しくなると

ともに、起債事業の償還に伴う公債費の増加により、基金の取り崩しに頼らざるを得ない厳しい財政運営となっていま

す。

　今後は、基金に頼らない歳入見合いの財政規模の適正化が急務になっており、引き続き、経費削減に取り組むとと

もに、災害等に備え適切な基金残高の確保に努めます。

区分
令和４年度

末残高

令和５年度
令和５年度

末残高見込

令和６年度
令和６年度

末残高見込

　地方債残高は、令和６年度末見込みで、388.4億円となっています。償還額に対し地方財政措置が一部である

ものの、合併以降、330～340億円ほどで推移していた地方債残高が、近年は、400億円ほどに高止まりしており、

地方債残高に伴う償還額の増加は、財政負担の要因となっています。

　今後は、財政力に応じた地方債発行額の適正化に加え、償還額とのバランスを図るとともに、通常及び大型の起債

事業における平準化等の管理を徹底し、発行額の抑制に努めます。

区分
令和４年度

末残高

令和５年度
令和５年度

末残高見込

令和６年度
令和６年度

末残高見込

参考資料
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2 款

1 項

1 目

2 款

1 項

5 目

2 款

1 項

5 目

2 款

1 項

9 目

26,307 0 0 0 11,351 14,956

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 防犯対策事業 総務課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 夜間における防犯と事故防止を図るため、地域が管理する防犯灯の設置や
維持経費に対し、補助金を交付する。令和６年度は、防犯灯を蛍光灯から
ＬＥＤ灯へ更新する際の補助金の交付単価を改定し、ＬＥＤ化を促進す
る。

総務管理費

防犯対策費

14,542 0 0 0 13,657 885

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 住宅土地活用事業 財政課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 本市分譲団地の土地を活用し、定期借地権を設定した土地の貸付や住宅
取得時の補助金のほか、子育て応援金を支給することで、移住定住の推進や
子育て世代の支援を行う。

総務管理費

財産管理費

46,325 27,236 0 0 17,873 1,216

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 市有財産維持管理事業 財政課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費
市有財産の維持管理及び貸付・取得・処分を行う。令和６年度は、公共
施設への再生可能エネルギー導入の検証に向けた経費を計上する。

総務管理費

財産管理費

2,084 0 0 0 0 2,084

総務費 合併20周年を節目に、これまでの取り組みを振り返ることにより、本市への愛
着と誇りを再認識する機会とし、今後も市民と行政が協働したまちづくりを推進
するため、記念式典を開催する。

総務管理費

一般管理費

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

令和６年度　一般会計当初予算事業概要
１　事務事業ごとの事業内容及び事業費等は次のとおりです。
２　事業費等の金額については千円単位です。
３　令和６年度において、新規の事務事業は、事務事業名に【新規】と標記しています。

事務事業名: 【新規】 合併２０周年記念式典事業 総務課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容
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2 款

1 項

11 目

2 款

1 項

20 目

2 款

1 項

21 目

2 款

2 項

2 目

312 0 0 0 0 312

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 債権整理事業 税務課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 債権管理室の管理運営にかかる経費を計上する。債権管理計画に基づ
き、徴収困難事案、複数債権の一元回収のほか、複雑な滞納処分や強制
執行等の専門的な知識が必要とされる事案について、各所管課への指導、助
言等を実施する。

徴税費

賦課徴収費

69,213 0 0 0 31,141 38,072

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 各地域づくり活動センター管理運営事業（27施設） まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 地域づくり活動センター推進計画に基づき、小規模多機能自治を支援する
拠点施設として、合併当初の小学校区ごとに設置する地域づくり活動センター
の管理運営経費を計上する。また、令和６年度は、蔵貫地域づくり活動セン
ターの老朽化に伴い、外壁・屋根改修工事を実施する。

総務管理費

地域づくり活動センター費

5,031 664 0 0 4,367 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 復興支援事業 政策推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 平成30年７月豪雨災害からの復興に向け、復興まちづくり計画に掲げた各
種施策を推進する。令和６年度は肱川河川沿い復興公園の一部が完成す
ることを踏まえ、それらの維持管理や全体の完成に向けての準備を進める。

総務管理費

復興推進費

302,512 6,152 0 0 12,250 284,110

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 情報システム管理運用事業 政策推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 住民サービスや業務効率の維持向上を図るため、法改正に対応したシステ
ム改修や庁舎内のシステム導入・保守にかかる予算を計上する。令和６年度
は、フルクラウドをベースとしたセキュリティ基盤の構築に着手し、業務のDX化推
進を一層強化する。

総務管理費

情報推進事業費
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2 款

3 項

1 目

2 款

5 項

2 目

2 款

8 項

1 目

2 款

8 項

1 目

130,631 0 0 0 0 130,631

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 地域おこし協力隊事業 まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 都市部での様々な経験等を有した意欲ある人材を地域おこし協力隊員とし
て任命し、必要とする地域づくり組織等へ配置する。隊員は各地域において多
様な地域活動を行いながら、任期後における地域への定住・定着を図る。

地域振興費

地域振興費

43,585 10,872 4,000 0 1,088 27,625

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 移住交流促進事業 まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 潜在的な移住希望者との関係構築のため、移住マッチング事業や移住フェア
への参加等を行い移住者及び関係人口の拡大を目指す。南予市町や愛媛
県と連携した広域的な移住施策を実施するほか、西予市移住定住交流セン
ターに移住交流促進業務の一部を委託し、移住交流の更なる推進を図る。

地域振興費

地域振興費

7,683 0 7,683 0 0 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 各種統計調査事業 政策推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 統計の正確性を確保するため、関係法令に基づき基幹統計調査を実施す
る。令和６年度は、全国家計構造調査、農林業センサス等の実施にかかる
経費を計上する。

統計調査費

指定統計調査費

2,079 2,079 0 0 0 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: マイナンバーカード交付事業 市民課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律（番号法）に基づき、マイナンバーカード及び電子証明書の交付を実施す
る。また、広報及びカードの申請環境を充実させ、更なるカード普及のための施
策を実施する。

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

-17-



2 款

8 項

1 目

2 款

8 項

1 目

2 款

8 項

1 目

53,869 0 0 46,900 1 6,968

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 集会施設移行推進事業 まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 分館移行に関する整備計画書に基づき、旧公民館分館等を集会施設へ
移行推進するための支援措置や集会所の譲渡にかかる支援を行う。令和６
年度は、各移行施設の維持管理経費のほか、解体工事、新築設計費（１
件）と改修工事（２件）に対し、補助金を交付する。

地域振興費

地域振興費

58,891 26,242 0 22,400 0 10,249

総務費 地域づくり活動センター推進計画に基づく施設整備を実施する。令和６年
度は、二木生地域づくり活動センターの移転にかかる経費として、移転先となる
旧二木生保育園の解体工事等を実施する。

地域振興費

地域振興費

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 【新規】 二木生地区地域づくり活動センター整備事業 まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

194,941 0 0 70,000 122,650 2,291

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 地域づくり活動センター推進事業 まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 市内の小規模多機能自治を推進するため地域づくり活動組織に対して交
付金を交付し、課題解決型の住民自治を支援するとともに、多様な地域活
性化に取り組むための人財育成を実施する。

地域振興費

地域振興費
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2 款

8 項

3 目

2 款

9 項

1 目

2 款

9 項

1 目

2,168 0 0 0 2,168 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: おイネ賞事業 政策推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費
日本初の産科女医である楠本イネの功績を顕彰し、女性の活躍推進を図
ることを目的に、おイネ賞事業を実施する。

企画費

企画管理費

2,750 0 0 0 2,750 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 「業務の効率化」「組織・職員体制の見直し」「市民サービスの向上」「業務
システムの効率化」など一体的な取組みを推進するため、行政経営システムを
プラットフォームとした推進体制を活用し、市の最上位計画である総合計画
等、重要計画の進捗管理を行う。

企画費

企画管理費

野村地区代替バス民間委託運行事業 民間バス運行委託 8,987

事務事業名: 行政改革推進事業 政策推進課

高瀬・愛農・野村地区生活交通バス運行事業 生活交通バス 1,876

城川地区生活交通バス運行事業 生活交通バス 3,956

野村地区生活交通バス運行事業 生活交通バス 4,110

惣川地区生活交通バス運行事業 生活交通バス 11,919

デマンド乗合タクシー運行事業 デマンド乗合タクシー 26,241

宇和地区生活交通バス運行事業 生活交通バス 8,070

事　　務　　事　　業　　名 区　　　　分 事業費

地域公共交通確保維持改善事業 協議会、民間バス運行補助 105,519

170,678 0 1,840 0 5,191 163,647

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 生活交通バス・デマンド乗合タクシー運行事業 まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

総務費 市内の公共交通等空白地域において、生活交通バスやデマンド乗合タク
シー等を運行し、通院や買い物等の移動手段を確保する。また、民間事業者
が運行するバス路線を維持するため、運行経費の一部を補助金として交付す
る。

地域振興費

生活交通バス対策事業費
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3 款

1 項

3 目

3 款

1 項

4 目

3 款

1 項

7 目

3 款

2 項

1 目

128,511 661 20,513 27,800 182 79,355

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 子ども医療費助成事業 子育て支援課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

民生費 子どもの医療費の一部をその保護者に助成することにより、子どもの保健の向
上と福祉の増進を図る。令和５年度に引き続き、保険診療による医療費自
己負担分の全額助成の対象者を18歳までとする取り組みを継続する。

児童福祉費

児童福祉総務費

6,801 0 196 0 0 6,605

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 人権対策費事業 人権啓発課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

民生費
人権対策協議会と連携し、人権事案に対応するとともに、未然防止にかか
る啓発を実施する。

社会福祉費

人権対策費

1,127,570 562,665 281,332 0 0 283,573

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 障害者総合支援給付事業 福祉課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

民生費 障害の有無にかかわらず、安心して暮らすことができる地域社会の実現を目
指し、障害のある方の日常生活や社会生活を総合的に支援するため、必要
な障害福祉サービスにかかる給付を実施する。

社会福祉費

障害者福祉費

810,461 0 0 810,200 0 261

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 養護老人ホーム三楽園建設事業 ⾧寿介護課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

民生費
社会福祉法人西予総合福祉会が実施する養護老人ホーム三楽園の移転
改築工事に対し、補助金を交付する。

社会福祉費

老人福祉費
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3 款

2 項

1 目

3 款

2 項

1 目

4 款

1 項

1 目

4 款

1 項

1 目

50,036 0 0 0 50,000 36

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 医療機関新規開業促進事業 医療対策室

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

衛生費 市民が安心して子どもを産み育てられる環境づくり及び小児医療体制の確
保を図るため、産科・小児科診療所新規開業促進事業補助金を交付し、医
療機関の開業支援を実施する。

保健衛生費

保健衛生総務費

6,275 0 0 0 6,239 36

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 巡回診療車運営事業 医療対策室

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

衛生費
地域住民の健康的で安心した生活を維持することを目的に、無医地区とな
る地域住民に対し、移動診療車による受診機会を確保する。

保健衛生費

保健衛生総務費

24,741 0 9,000 0 6,477 9,264

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 子育て応援事業 子育て支援課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

民生費 出産時に夫婦とも29歳以下であった世帯に対して、出産後に要する経費や
出産後の奨学金返還を支援する。また、多子世帯のリフォーム等に要する経
費の一部助成や中学校に進学する子を持つ世帯への進学準備応援金を交
付することで、子育て世帯の経済的負担を軽減する。

児童福祉費

児童福祉総務費

13,502 0 9,651 0 0 3,851

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 結婚新生活支援事業 子育て支援課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

民生費 結婚促進に向け、婚姻に伴い発生する新生活にかかる住宅費用等に対し、
一部助成を実施することで、経済的支援に取り組む。また、愛媛県と連携する
ことで、夫婦ともに29歳以下の方を対象に、所得要件の緩和、対象経費の拡
大を実施する。

児童福祉費

児童福祉総務費
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4 款

1 項

1 目

4 款

1 項

2 目

4 款

1 項

4 目

4 款

1 項

4 目

事務事業名: 西予市立病院看護師等奨学資金貸与制度事業 医療対策室

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

衛生費
市立病院に看護師、助産師として従事する意思を有する学生等に奨学資
金を貸し付けることで、看護師等の養成と確保を図る。

保健衛生費

保健衛生総務費

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,400 0 0 0 2,400 0

12,719 0 325 0 8,000 4,394

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 環境保全推進事業 環境衛生課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

衛生費 環境基本計画に基づき、事業者及び市民の自主的な環境保全活動への
取り組みを促すとともに、燃料電池、蓄電池の設置に要する経費の一部を助
成する。令和６年度は、将来的なカーボンニュートラルの実現に向けた計画の
策定を実施する。

保健衛生費

環境衛生費

1,590 0 1 0 1,589 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 犬（ねこ）愛護事業 環境衛生課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

衛生費 狂犬病予防法に基づき狂犬病の発生を予防する。また、近年、多頭飼育
崩壊や飼い主のいない猫による地域トラブルが増加していることから、令和６
年度は、猫不妊・去勢手術補助金交付事業の更なる推進を図る。

保健衛生費

環境衛生費

50,106 0 232 0 0 49,874

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: がん検診等事業 健康づくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

衛生費
がん検診を実施することで、市民のがん予防と早期発見を図る。また、若年
がん患者の在宅療養と骨髄等を提供する者を支援する。

保健衛生費

予防費
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4 款

1 項

4 目

4 款

1 項

6 目

4 款

2 項

2 目

5 款

1 項

6 目

6,208 1,000 0 0 3,124 2,084

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 雇用・創業等支援事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

労働費 人口減少対策の「仕事・雇用支援」として、令和６年度は、地元企業が求
人情報誌、就職支援サイト等の管理運営者に対して支払った費用のうち求
人情報掲載にかかる費用の一部を助成し、積極的に雇用を進める企業を支
援する。

労働諸費

地域経済基盤強化・雇用等対策費

241,037 0 26 0 62,328 178,683

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 廃棄物処理委託事業 環境衛生課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

衛生費 市内で排出された一般廃棄物の処理・処分に伴う経費を計上する。令和
６年度は、令和５年10月から実施している「プラスチックにかかる資源循環の
促進等に関する法律」に基づく製品プラスチックの資源化を通年で実施する。

清掃費

塵芥処理費

57,035 11,316 7,318 0 0 38,401

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 母子保健事業 健康づくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

衛生費 　妊産婦、乳幼児及びその家族を対象として、各種健康診査や保健指導など
健康の保持・増進に関する事業を実施する。また、人口減少対策として、不
妊治療費の補助に加え、妊婦健診・不妊治療にかかる交通費を補助すること
で、子どもを生み育てやすい環境づくりにつなげる。

保健衛生費

母子衛生費

11,223 5,610 1,708 0 0 3,905

衛生費 公共汚水処理施設（公共・農集）の整備が行き届かない地域において、
個人設置の合併処理浄化槽に対し、補助金を交付し、水洗化人口の向上
を図る。

保健衛生費

環境衛生費

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 浄化槽設置整備補助事業 上下水道課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容
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5 款

1 項

6 目

6 款

1 項

3 目

6 款

1 項

3 目

6 款

1 項

4 目

16,350 0 0 0 16,350 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 城川堆肥センター運営事業 農業水産課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 畜産排せつ物を処理することで畜産農家の負担を軽減し、これにより生産さ
れる良質な堆肥を耕種農家等へ供給することで、農業振興と経営安定を図
る。令和６年度は、老朽化によるホイールローダーの買い替えにかかる経費を
計上する。

農業費

畜産業費

249,259 0 249,259 0 0 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 担い手育成支援事業 農業水産課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費
農地集積や規模拡大、生産方式の合理化等を志向する認定農業者等の
農業用機械・施設等の導入に対し補助金を交付し、農業経営を支援する。

農業費

農業振興費

44,277 0 35,279 0 7,450 1,548

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 農業後継者育成事業 農業水産課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 農家の高齢化並びに担い手不足が深刻化する地域農業の課題解決に向
け、経営の不安定な新規就農者・農業研修生への支援により、就農後の定
着を促進する。

農業費

農業振興費

7,700 0 0 0 7,700 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: みらい発展就業奨励金事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

労働費
生産労働人口の確保及び地域経済の維持を図るため、新規学卒者で市
内企業へ就職した者に対し就業奨励金を支給する。

労働諸費

地域経済基盤強化・雇用等対策費
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6 款

1 項

5 目

6 款

1 項

10 目

6 款

2 項

2 目

6 款

2 項

2 目

12,000 0 0 0 12,000 0

農林水産業費 市産材の需要を喚起するとともに木材産業等の振興を図るため、市内に木
造・木質化された住宅等を建設・購入または改築する市民を対象に、その経
費の一部を助成する。

林業費

林業振興費

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 市産材利用促進事業 林業課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

33,769 0 8,267 0 347 25,155

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 有害鳥獣捕獲対策事業 林業課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 有害鳥獣を捕獲することにより農林作物の被害を軽減するとともに、近年、
急速に生息数が増加し、生息域が拡大しているニホンジカによる自然生態系
等への被害防止を図る。

林業費

林業振興費

5,173 0 1,767 0 1,550 1,856

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 【新規】田んぼダム推進事業 農業水産課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 水田に降った雨を一時的に貯留する取り組みである田んぼダムを推進するこ
とで、水路や河川の水位の急激な上昇を抑え、その取り組みを実施する地域
やその下流域の湛水被害リスクの低減を図る。

農業費

農村環境保全向上活動支援事業費

33,100 0 8,000 15,200 3,510 6,390

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: ため池等農地災害危機管理対策事業 農業水産課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 集中豪雨や地震災害等に備え、ため池等施設の改修・耐震・廃止ため池
工事を実施する。また、作成したため池ハザードマップの周知のほか、ため池管
理者研修会やため池点検を実施することで、防災・減災の向上を図る。

農業費

農地費
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6 款

2 項

2 目

6 款

2 項

2 目

6 款

3 項

2 目

9,706 0 0 0 7,903 1,803

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 漁協関係各種補助金事業 農業水産課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 漁協及び水産関係組織の活動に対し補助金を交付することで、漁業の安
全操業や自然災害などへの対策を支援し、漁家経営の安定及び水産業振
興を図る。

水産業費

水産業振興費

林道東津野城川線舗装事業 舗装事業（野村） 20,000

林道泉川柳沢線開設事業 開設事業（城川） 15,000

林道南平佐須線開設事業 開設事業（城川） 25,000

林道雨包線舗装事業 舗装事業（野村） 20,000

林道オオノジ支線開設事業 開設事業（城川） 25,000

林業専用道横松線開設事業 開設事業（野村） 20,000

県単独林道整備事業 開設事業（明浜） 25,000

県営林道田之筋渓筋線開設負担金事業 負担金事業（宇和・野村） 8,000

事　　務　　事　　業　　名 区　　　　分 事業費

林道小振鍵山線開設事業 開設事業（野村） 20,000

178,000 10,000 80,000 79,700 7,100 1,200

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 林道開設・舗装事業 林業課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 林業の合理的経営や森林の適正管理が行われるよう、林道等の開設及び
既設林道の舗装を実施する。また、県営の林道整備事業に対して負担金を
支出し林業振興を図る。（開設６路線、舗装２路線、県営１路線）

林業費

林業振興費

26,801 0 1,200 0 25,601 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 【新規】フォレストワーカー確保対策事業 林業課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 次世代の森林産業づくりに重要な担い手確保のため、市内外から林業への
新規就業時や移住に対する助成の実施、移住フェアへの参加や林業体験プ
ログラムを通した新規就業者の掘り起こしを行う。また、新規採用を行った事業
体への経費助成や自伐林家への安全対策経費助成を行う。

林業費

林業振興費
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6 款

3 項

4 目

7 款

1 項

4 目

7 款

1 項

4 目

7 款

1 項

5 目

7,900 0 0 0 7,900 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: みかめ海の駅施設管理運営事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

商工費 みかめ海の駅「潮彩館」施設を維持管理することで、誘客促進を図る。令和
６年度は、搾汁工場の外壁防水膜が剥がれ、浸食が進んでいることから、指
定管理業者が行う修繕に要する経費に対し、負担金を支出する。

商工費

商工観光施設管理費

52,886 0 0 0 0 52,886

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 観光物産協会等運営支援事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

商工費
西予市観光物産協会及び各町観光協会の運営を支援することにより、市
内観光物産の振興を効果的に実施するための経費を計上する。

商工費

観光費

47,423 0 0 0 24,000 23,423

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 市観光ＰＲ事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

商工費 県内外からの誘客促進を図るため、本市の観光をPRする。令和６年度は、
合併20周年記念事業として、TV番組誘致のための費用やその他観光振興
事業を実施するための経費等を計上する。

商工費

観光費

12,600 6,300 0 6,300 0 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 水産物供給基盤機能保全事業 農業水産課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

農林水産業費 老朽化により更新を必要とする漁港施設が増加していることから、管理を体
系的に捉えた計画的な取り組みにより、施設の⾧寿命化を図りつつ、更新コス
トの平準化・縮減を図る。令和６年度は、田の浜（高山）漁港機能保全計
画の見直しを実施する。

水産業費

漁港建設費
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7 款

1 項

6 目

7 款

1 項

6 目

7 款

1 項

6 目

7 款

1 項

9 目

4,896 0 0 0 1,993 2,903

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 【新規】 友好都市等交流事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

商工費 友好関係にある海外の都市と交流を行い、異文化交流や将来的な経済の
発展を通した国際理解を促す。令和６年度は、合併20周年記念事業とし
て、モンゴル文化が体験できるイベントを企画するほか、新たに配置を予定する
国際交流員の生活支援にかかる経費を計上する。

商工費

国際交流事業費

348,707 0 0 0 348,707 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: ふるさと納税推進事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

商工費 令和６年度は、ふるさと納税額７億円を目指し、ふるさと納税ポータルサイ
ト、各種広告及びＳＮＳ等を活用し、ふるさと納税の返礼品としての市内特
産品のＰＲ及び納税の推進を行う。

商工費

産業創出事業費

28,871 0 0 0 13,807 15,064

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: ジオブランド推進事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

商工費 ジオパークと地域産品の魅力をセットにしたブランドを創出し、都市部をター
ゲットにＰＲを行う。各種展示会への参加やライブコマースの実装支援を通し
て地元事業者の販路拡大を支援する。

商工費

産業創出事業費

21,922 16,951 0 0 4,000 971

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 産業創出事業費庶務事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

商工費 産業の創出を図るため、特産品等の研究開発や販路拡大にかかる経費の
一部を補助する。また、令和６年度は、エネルギービジョンでの検証結果を受
け、小水力発電の詳細調査に関する経費を計上する。

商工費

産業創出事業費
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8 款

2 項

1 目

8 款

2 項

3 目

市道津布理１８号線改良事業 改良事業（三瓶） 20,000

市道古市宮田線改良事業 改良事業（城川） 19,500

市道平岩線改良事業 改良事業（城川） 60,500

市道脇宮崎線改良事業 改良事業（明浜） 20,000

市道二及１０号線改良事業 改良事業（三瓶） 12,100

市道平岩柳沢線改良事業 改良事業（城川） 44,000

市道１級路線７号線舗装事業 舗装事業（宇和） 25,500

市道下宇和地区２０号線改良事業 改良事業（宇和） 12,000

市道蔭之地杉の瀬線改良事業 改良事業（城川） 10,500

市道旧町地区２７７号線改良事業 改良事業（宇和） 50,500

市道荷刺大西鎌田西線改良事業 改良事業（野村） 40,500

市道旧町地区６３号線改良事業 改良事業（宇和）

事　　務　　事　　業　　名 区　　　　分 事業費

市道知野龍徳線改良事業 改良事業（野村） 20,000

350,600 116,150 0 225,600 0 8,850

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

15,500

事務事業名: 市道改良・舗装事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 市内の道路網を整備するため、明浜地区１路線、宇和地区４路線、野村
地区２路線、城川地区４路線、三瓶地区２路線の道路改良・舗装事業を
実施する。

道路橋梁費

道路新設改良費

13,029 0 0 9,100 0 3,929

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 県営道路事業負担金事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 愛媛県土木建設事業負担金条例に基づき、愛媛県が実施する市内の道
路整備事業に対して、負担金を支出する。令和６年度は、計16箇所の整備
に対する負担金を計上する。

道路橋梁費

道路橋梁総務費
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8 款

2 項

5 目

8 款

5 項

5 目

8 款

5 項

7 目

8 款

6 項

1 目

343,810 104,939 0 150,000 74,228 14,643

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 地域住宅交付金事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 ⾧寿命化計画に基づき、市営住宅の改築及び修繕を実施する。令和６年
度は、一の瀬団地の建替えにかかる新築工事、れんげ団地の外壁改修工事
等を実施する。

住宅費

住宅管理費

306,000 128,000 0 128,000 0 50,000

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 三瓶地区雨水公共下水道事業 上下水道課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 安土・日吉崎地区において、雨水管渠整備工事を実施することにより生活
環境の整備と災害に強く快適で暮らしやすいまちづくりの推進を図る。令和６
年度は、安土排水区の雨水管渠工事を実施する。

都市計画費

雨水公共下水道事業費

70,160 26,780 0 43,100 0 280

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 野村地区都市再生整備計画事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 平成30年７月豪雨により被災した野村市街地（野村支所周辺及び肱川
左岸側）において、道路・多目的広場・公園・駐車場等を整備し、地域住民
の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図る。

都市計画費

都市再生整備計画事業費

121,000 75,240 0 45,700 0 60

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 橋梁⾧寿命化修繕計画策定事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 市が管理する道路橋の法定点検を実施することで⾧寿命化修繕計画を策
定し、修繕費の削減、施設の延命化を図る。令和６年度は、５年に１度行
われる計画の見直しに要する経費を計上する。

道路橋梁費

橋梁新設改良費
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8 款

6 項

1 目

8 款

6 項

1 目

8 款

6 項

1 目

8 款

6 項

1 目

28,373 12,911 6,302 0 0 9,160

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 民間住宅等耐震化・改善促進事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 住宅・建築物の耐震性の向上やアスベスト対策等の事業に対し、補助金を
交付することで、民間住宅・建築物の最低限の安全性の確保を支援する。令
和６年能登半島地震を教訓に、事業の更なる推進を図る。

住宅費

住宅管理費

67,421 4,500 0 61,900 0 1,021

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 小規模住宅地区等改良事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 平成30年７月豪雨により被災した野村地区（肱川右岸側）において、生
活道路、公園広場等を小規模住宅地区等改良事業により整備を行い、住
環境の改善と向上を図る。

住宅費

住宅管理費

20,827 0 0 0 0 20,827

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 空家対策計画策定管理事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 空家等対策計画に基づき、空き家がもたらす諸問題に対して分野横断的に
対応する。令和６年度は、人口減少対策として、子育て世帯等の空き家の
購入にかかる経費の一部を補助する。

住宅費

住宅管理費

35,539 13,250 6,400 0 0 15,889

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 危険空家除却事業 建設課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

土木費 倒壊の恐れがある危険空家等を除却することで、市民の良好な居住環境を
確保するため、除却申請者に対してその経費の一部を補助する。令和６年能
登半島地震を教訓に、事業の更なる推進を図る。

住宅費

住宅管理費
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9 款

1 項

1 目

9 款

1 項

3 目

9 款

1 項

3 目

9 款

1 項

4 目

32,413 0 15,025 0 15,025 2,363

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 防災対策推進事業 危機管理課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

消防費 南海トラフ巨大地震に備え、沿岸部の自主防災組織等が実施する津波避
難路・緊急避難場所の整備に対し、補助金を交付することで、夜間津波避
難対策を集中的に実施する。

消防費

災害対策費

121,751 23,028 0 96,300 0 2,423

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 常備消防施設整備事業 消防本部　防災課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

消防費 消防車両等の更新をすることで、消防力の充実・強化を図る。令和６年度
は、令和７年度に本市消防本部の管轄となる三瓶町にポンプ自動車、救急
車等を配備し、円滑に移管できるよう準備を進める。

消防費

消防施設費

1,305,728 0 0 1,202,000 99,741 3,987

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 消防本部署庁舎建設事業 消防本部　消防総務課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

消防費 大規模災害時に素早く対応するために老朽化した消防本部署庁舎の移転
改築を実施する。令和６年度は、令和５年度に引き続き、本体工事を実施
し、令和７年度からの供用開始を予定する。

消防費

消防施設費

15,067 0 0 0 2,102 12,965

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 消防活動業務事業 消防本部　防災課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

消防費 災害時における被害の軽減及び拡大を防止するほか、消防活動体制の充
実と市民の防災意識の向上を図るための事業を実施する。また、令和６年度
は、水難救助資機材等の充実を図ることで、沿岸部における救助機能を強化
する。

消防費

常備消防費
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9 款

1 項

4 目

10 款

1 項

2 目

10 款

2 項

2 目

10 款

2 項

3 目

177,408 35,392 0 101,400 38,500 2,116

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 小学校施設整備事業 教育総務課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 　令和６年度は、宇和町小学校バリアフリー化改修・防犯対策工事、多田小
学校屋内運動場改修工事、惣川小学校の校舎及び屋内運動場等外壁等
改修工事を実施する。また、石城小学校屋内運動場の改修工事及び野村
小学校のバリアフリー化に向けた設計を委託する。

小学校費

学校建設費

36,755 0 0 0 0 36,755

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 小学校一般教育振興事業 学校教育課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 学校に対してデジタル教科書等の整備のほか、児童の指導に必要な教材の
整備を行うことで、教育振興を図る。令和６年度は、教科書の改訂に伴い教
師用指導書の更新を実施する。

小学校費

教育振興費

1,000 0 0 0 1,000 0

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: みらいにつなぐふるさとプロジェクト事業 教育総務課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 児童・生徒が、目標達成の過程において、社会や世界と関わり、主体的かつ
協働的な学びを習得し「生きる力」を養うことを目的に、市内の小中学校から
地域に関するプロジェクトを募集し、それらを実現するための支援を実施する。

教育総務費

事務局費

11,984 3,120 0 0 1,034 7,830

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 【新規】 事前復興推進事業 危機管理課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

消防費 事前復興計画に基づいた事前防災及び復興の事前準備等を推進する。令
和６年度は、沿岸部・山間部の地域で開催する事前復興まちづくりワーク
ショップを継続するほか、産官学が連携して津波避難体験ができるVRを活用
した防災学習等にも取り組む。

消防費

災害対策費
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10 款

3 項

3 目

10 款

5 項

1 目

10 款

5 項

1 目

10 款

5 項

8 目

1,218 0 0 0 0 1,218

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 結婚推進委員会補助事業 まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 　結婚推進に取り組む委員会の活動を支援し、出会いの場の提供や、成婚に
向けたフォロー、相談業務・引き合わせ活動を実施する。令和６年度は、イベ
ント開催や参加者の負担軽減にかかる経費等に対し、補助金を交付する。

社会教育費

生涯学習推進費

11,173 0 7,448 0 986 2,739

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 地域学校協働活動推進事業 まなび推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 学校・家庭・地域が連携・協働し、一体となって子どもたちを育むための仕組
みづくりをするとともに、保護者が安心して子育てや家庭教育を行うことができる
よう支援する。地域の方々の参画を得て、学び舎、放課後子ども教室、土曜
教育等を実施する。

社会教育費

社会教育総務費

12,549 4,702 0 0 2,500 5,347

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 高校魅力化事業 まなび推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 市内県立高校を存続させるため、公営塾の運営やコーディネーターを配置
し、高校の魅力化を図るとともに、中高連携事業の実施により郷土愛を育むふ
るさと教育に取り組む。また、市内の高校に遠距離通学する生徒に対して、通
学費を助成することで、中学生の市内高校進学率の向上に努める。

社会教育費

社会教育総務費

15,092 0 0 0 0 15,092

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 【新規】宇和中学校施設整備事業 教育総務課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 令和６年度は、老朽化が進んでいる宇和中学校第１、第２教棟、管理棟
等の耐力度調査等を実施し、適正な工法や規模での建替えや改修について
検討を進める。

中学校費

学校建設費
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10 款

6 項

2 目

10 款

6 項

4 目

10 款

7 項

2 目

10 款

7 項

4 目

20,944 0 0 0 212 20,732

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 学校給食費庶務事業 学校教育課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 物価高騰の影響を受ける学校給食に対し、栄養バランスや量の安定的な給
食を提供するとともに、子育て支援の推進と保護者への経済的負担の緩和を
目的とし、価格上昇相当分を支援するための補助金を交付する。

保健体育費

学校給食費

71,226 0 0 0 57,274 13,952

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 体育施設維持管理事業 まちづくり推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 市民が利用する体育施設を維持管理することで、スポーツ振興を図る。令和
６年度は、老朽化している明浜運動場の夜間照明改修、狩江地区体育館
の内部天井塗装、高川地区グラウンドの屋外トイレ改修、宝泉坊プールの
ウォータースライダー解体撤去等を実施する。

保健体育費

体育施設費

55,474 33,400 2,000 6,700 0 13,374

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 町並み建造物修理・修景事業 経済振興課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 卯之町伝統的建造物群保存地区の歴史的な町並み景観を保存するた
め、地区内物件の修理・修景事業等に補助金を交付する。令和６年度は、
５件の建物修理・修景と１件の調査設計を実施する。

文化振興費

町並み保存対策費

2,828 1,144 0 0 0 1,684

事　業　費
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事務事業名: 埋蔵文化財発掘調査事業 まなび推進課

予　　算　　科　　目 事　　業　　内　　容

教育費 遺跡の詳細分布調査により埋蔵文化財包蔵地の把握と周知を行うととも
に、包蔵地内の開発の際に試掘確認調査や発掘調査を実施することにより、
埋蔵文化財保護と開発事業の円滑な調整に資することを目指す。

文化振興費

文化財保護費
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【歳入】

　地方消費税交付金（社会保障財源化分）

千円

【歳出】

　引上げ分の地方消費税交付金が充てられる社会保障関係経費

千円

（単位:千円）

引 上 げ 分 の
地 方 消 費 税

（社会保障財源化
分の市町村交付金）

社会福祉総務費 70,150 0 0 0 7,829 62,321

社会福祉施設費 7,235 3,403 0 59 421 3,352

老人福祉費 1,275,106 1,054 810,200 85,887 42,185 335,780

障害者福祉費 1,403,364 999,266 0 2,750 44,794 356,554

児童福祉総務費 437,474 168,368 27,800 763 26,847 213,696

児童措置費 1,309,775 976,039 0 11,934 35,916 285,886

母子福祉費 22,976 11,770 0 251 1,223 9,732

保育所費 54,794 1,468 0 24,941 3,168 25,217

児童館費 3,582 0 0 382 357 2,843

生活保護総務費 5,461 1,555 0 0 436 3,470

扶助費 453,862 342,071 0 1,200 12,343 98,248

小　　　計 5,043,779 2,504,994 838,000 128,167 175,519 1,397,099

社会福祉総務費 358,552 190,937 0 0 18,708 148,907

老人福祉費 934,700 58,177 0 0 97,829 778,694

後期高齢者医療費 919,655 186,349 0 0 81,844 651,462

小　　　計 2,212,907 435,463 0 0 198,381 1,579,063

保健衛生総務費 132,556 0 14,200 58,644 6,664 53,048

予防費 151,981 1,994 0 0 16,740 133,247

精神衛生費 760 256 0 0 56 448

母子衛生費 57,473 18,634 0 0 4,335 34,504

病院費 951,330 0 0 5,800 105,532 839,998

小　　　計 1,294,100 20,884 14,200 64,444 133,327 1,061,245

8,550,786 2,961,341 852,200 192,611 507,227 4,037,407合 計

令和６年度地方消費税交付金引上げ分（社会保障財源化分）の使途

507,227

8,550,786

事業名 経費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

国（県）支
出金

市債 その他 その他

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生
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１　会計ごとの事業内容及び事業費等は次のとおりです。
２　事業費等の金額については千円単位です。

会計名: 育英会奨学資金貸付特別会計

主な事業 事　　務　　事　　業　　名　　等

奨学資金貸付金事業

会計名: 国民健康保険特別会計（事業勘定）

主な事業 事　　務　　事　　業　　名　　等

保険給付費

うち高額療養費

うち出産育児一時金事業

うち葬祭費事業

一般被保険者医療給付費分納付金事業

一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金事業

介護納付金分納付金事業 

保健事業費 44,049

755,170

251,522

76,721

金　　額

3,475,805

431,600

10,005

1,000

4,667,308 705,871 3,533,941 0 68,944 358,552

　事　業　費 国保税 国県支出金 地方債 その他 一般会計繰入金

金　　額

18,180

市民課
事　　業　　内　　容

　国民健康保険法に基づき、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して、必要な保険給付を行
い、社会保障及び国民保健の向上に寄与する事業を実施する。

20,458 10,400 0 0 10,058 0

令和６年度　特別会計当初予算の概要

教育総務課
事　　業　　内　　容

　本市出身の優秀な学生又は生徒であって、経済的理由により修学困難な者に対し、学資を貸与し教育
の機会均等を図るとともに本市の発展に資する有能な人材を育成することを目的とする。

　事　業　費 償還金 国県支出金 地方債 その他 一般会計繰入金
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会計名: 国民健康保険特別会計（診療施設勘定）

主な事業 事　　務　　事　　業　　名　　等

一般管理事業

医業事業

会計名: 後期高齢者医療特別会計

主な事業 事　　務　　事　　業　　名　　等

後期高齢者医療広域連合納付金事業

金　　額

798,580

842,839 525,630 0 14,696 1,150 301,363

事　　業　　内　　容

　後期高齢者医療制度に基づき、愛媛県後期高齢者医療広域連合が保険者として保険料の決定、医
療の給付などを行い、市は保険証の交付や保険料の徴収、各種申請等の窓口業務を行う。

　事　業　費 保険料 国県支出金 受託事業収入 その他 一般会計繰入金

金　　額

14,165

29,333

市民課

108,919 58,017 0 0 5,281 45,621

市民課
事　　業　　内　　容

　人口の減少、高齢者の増加が進む中で地域の重要な医療機関として、地域医療の確保と健康の保持
増進を図るため、国民健康保険直営診療所（土居、二及、周木の３診療所）の管理運営を行う。

　事　業　費 診療収入 国県支出金 地方債 その他 一般会計繰入金
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会計名: 介護保険特別会計

主な事業 事　　務　　事　　業　　名　　等

介護サービス等諸費

介護予防サービス等諸費

高額介護サービス等費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

包括的支援事業・任意事業費

介護予防・日常生活支援総合事業

108,391

131,984

金　　額

5,269,487

161,856

136,185

24,344

174,569

6,119,970 914,931 2,621,932 1,593,540 54,867 934,700

　事　業　費 保険料 国県支出金 交付金 その他 一般会計繰入金

⾧寿介護課
事　　業　　内　　容

　介護が必要な人やその家族の負担を地域社会全体で支え、介護が必要となっても住み慣れた地域で、
安心して暮らしていけるよう、できる限り自立した生活を送ることができるために必要な介護保険給付事業
及び介護予防事業などの地域支援事業を行う。

-39-



１　会計ごとの事業費等は次のとおりです。

２　事業費等の金額については千円単位です。

会計名： 水道事業会計

事　　務　　事　　業　　名　　等

山田地区配水管布設替工事（宇和）

国道378号送配水管布設替事業（明浜）

野村大橋配水管仮設工事（野村）

津布理浄水場整備事業（三瓶）

会計名： 簡易水道事業会計

事　　務　　事　　業　　名　　等

中筋地区監視設備整備事業（野村）

令和６年度　公営企業会計当初予算の概要

上下水道課

収益的収入
営業収益 営業外収益 特別利益 計

715,447 76,010 40

16,692 33,110

791,497

収益的支出
営業費用 営業外費用 特別損失 計

731,265 44,290 562 776,117

510,899

主な事業 金　　額

24,860

40,568

234,302

資本的支出
建設改良費 企業債償還金 計

395,484 115,415

資本的収入
負担金 企業債 補助金 補償金 計

6,500 178,000

24,640

132,099

上下水道課

収益的収入
営業収益 営業外収益 特別利益 計

64,002 67,942 30 131,974

収益的支出
営業費用 営業外費用 特別損失 計

135,325 3,719 30 139,074

資本的収入
負担金 企業債 補助金 計

0 0 9,503 9,503

主な事業 金　　額

4,089

給配水管布設替事業（宇和・野村） 3,300

資本的支出
建設改良費 企業債償還金 計

7,389 12,808 20,197
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会計名： 下水道事業会計

和田確認

事　　務　　事　　業　　名　　等

管渠整備事業（宇和）

会計名： 病院事業会計

事　　務　　事　　業　　名　　等

西予市民病院事業所内保育・病児保育運営経費

西予市民病院医療器械購入（超音波画像診断装置　他）

上下水道課

収益的収入
営業収益 営業外収益 特別利益 計

230,567 654,486 30 885,083

43,000 47,685

収益的支出
営業費用 営業外費用 特別損失 計

960,162 62,330 30 1,022,522

467,898

主な事業 金　　額

広域化・共同化（農業集落排水事業（永長・神野久・中川

地区）の統廃合）整備事業（宇和）
46,000

317,044

資本的支出
建設改良費 企業債償還金 計

155,583 312,315

資本的収入
企業債 出資金 補助金 分担金及び負担金 計

59,000 167,359

90,000

西予市民病院・野村病院

収益的収入
医業収益 医業外収益 特別利益 計

2,952,967 983,950 21,213 3,958,130

収益的支出
医業費用 医業外費用 特別損失 計

4,433,891 200,623 4,600 4,639,114

資本的収入
出資金 負担金及び交付金 企業債 計

1,000 290,923 28,000 319,923

野村病院医療器械購入（脳波計　他） 14,052

主な事業 金　　額

68,501

30,350

資本的支出
建設改良費 企業債償還金 投資 計

48,193 419,449 0 467,642
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会計名： 野村介護老人保健施設事業会計

事　　務　　事　　業　　名　　等

介護記録システム（ほのぼのNEXT）更新費用

企業債償還金

つくし苑

収益的収入
施設運営事業収益 施設運営事業外収益 特別利益 計

544,681 52,440 36,645 633,766

収益的支出
施設運営事業費用 施設運営事業外費用 計

662,477 4,883 667,360

資本的収入
他会計補助金 計

88,206 88,206

主な事業 金　　額

10,741

82,835

資本的支出
建設改良費 企業債償還金 計

11,488 82,835 94,323
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